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寺 田 友 子
杉並区住基ネット受信
義務確認等請求事件
東京地方裁判所平18年３月24日判決判時1938号37頁を中心に
判例研究
いよう知事間で協議し，調整することになっている（同条２項)。
② 通知をうけた市町村長は，新たに住民基本台帳に記載されるべき者
につき住民票の記載をする場合には，その者がいずれの市町村におい
ても住民基本台帳に記録されていない者であるときは，知事から指定
された住民票コードの内から選択して１つの住民票コードを住民票に
記載する（30条の２第２項)。この場合を除いて，住民票の記載をす
る場合，当該記載に係る者につき直近に住民票を記載した市町村長が
住民票コードを記載する（同条１項)。
③ 市町村長は，本人確認情報すなわち，住民票コード・氏名・性別・
生年月日・住所に加え，これらの変更履歴の６種類を知事に通知する
（30条の５第１項・住基法施行令30条の５)。
④ この通知は，市町村長の使用する電子計算機から電気通信回線を通
じて，知事の使用する電子計算機に送信することによって行う（同条
２項)。
⑤ 知事又は後述の指定情報処理機関は，本人確認情報を磁気ディスク
に記録し保存する（同条３項，30条の11第３項)。
⑥ 知事は，法の定める場合には，法所定の国の機関又は法人等へ本人
確認情報を提供することができる（30条の７第３項～９項)。
そして，知事の①の事務，④の市町村長からの通知をうける事務，⑤の
事務及び⑥の提供事務を本人確認処理事務といい，知事はこれらの事務を
指定情報処理機関に委任することができる（30条の10第１項)。指定機関
に行わせることにした以上，知事はその事務を行うことができない（同条
３項)。情報処理機関として，昭和45年に設立された財団法人地方自治情
報センター（以下，財団地自センターという｡）が，自治大臣によって平
成11年11月１日に本人確認情報処理機関として指定されている。
 住基ネットは違法であるとして，住民基本台帳法の改正法施行後，住
民は種々の形式の訴訟を提起してきた。現在，管見できるものとして，次
のような判決をあげることができる。判決年月日の早い順に記載し，各判
決は前に付された記号で表示する。
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Ａ 大阪地判平16年２月27日判時1857号92頁（国家賠償請求事件・棄却）
Ｂ 富山地判平16年６月30日 LEX/DB28092112（住民票コード付番処
分取消訴訟・却下）
Ｃ 東京地判平17年１月26日 LEX/DB25410376（住民訴訟による公金
支出差止めと損害賠償請求・一部却下・請求棄却）
Ｄ ②の控訴審＝名古屋高金沢支判平17年２月23日判タ1198号133頁
（控訴棄却）
Ｅ 名古屋地判平17年４月28日訟務月報52巻11号3409頁（住民訴訟によ
る公金支出の差止めと損害賠償請求・請求棄却）
Ｆ 金沢地判平17年５月30日判時1934号３頁（国家賠償請求とネットワ
ークの差止め・棄却）
Ｇ 名古屋地判平17年５月31日判時1934号33頁（国家賠償請求と本人確
認情報等の削除等請求・棄却）
Ｈ 福岡地判平17年10月14日判時1916号91頁（国家賠償請求とネットワ
ークの差止め・棄却）
Ｉ 大阪地判平18年２月９日判時1952号127頁（処理事務の差止め，本
人確認情報の抹消と損害賠償請求・棄却）
Ｊ 千葉地判平18年３月20日判例自治285号８頁（国家賠償と差止め等
請求・請求棄却）
Ｋ 東京地判平18年３月24日判時1938号37頁（受信事務確認と国家賠償
請求・却下と棄却）
Ｌ 東京地判平18年４月７日判タ1244号78頁（本人確認情報の通知禁止，
及び住民票コードの削除請求・棄却）
Ｍ Ｅの控訴審・名古屋高判平18年４月19日LEX/DB28131665（控訴
棄却）
Ｎ Ａの控訴審・大阪高判平18年11月30日判時1962号11頁（控訴一部認
容）
Ｏ Ｆの控訴審・名古屋高金沢支判平18年12月11日判時1962号40頁（本
人確認情報の提供禁止と損害賠償請求・請求を一部認容した原判決を
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取消， 被控訴人の請求を棄却）
Ｐ さいたま地判平19年２月16日 LEX/DB28130877（国家賠償請求と
ネットワーク差止め等請求・棄却）
Ｑ 大分地判平19年５月21日LEX/DB28131297（コード付与処分取消
請求・却下）
これらの内，行政事件として，Ｂ・ＤとＱが住民票コード付番を処分と
して法的構成して，その取り消しを求めたものである。ＣとＥ・Ｍは住民
訴訟である。残りの訴訟中，Ｋを除いて，他は住基ネットの稼働の差止め
及び損害賠償等を求める民事訴訟である。民事訴訟の場合は，訴訟要件等
に妨げられることなく，原告が主張する違法事由に対して裁判所は判断を
行っている。原告住民の請求が認容されたのは，ＦとＮである。しかし，
Ｆも控訴審Ｏで否定され，Ｎも最高裁で口頭弁論が行われ平成20年３月６
日，破棄された。
(２)
ところが，取消訴訟であるＢ・ＤとＱは付番の処分性が否定されること
によって，原告の主張する違法事由は裁判所によって判断されなかった。
(３)
Ｋは原告が杉並区という地方公共団体であることで，他の住基ネットを
めぐる訴訟形式上，特異なものといわれている。本稿はこの事案と判決
（以下，本件判決という｡)，特に法律上の争訟性を否定した点を中心に紹
介と検討を加えたい。
 住基ネットシステムの違法性
住基ネットシステムは，次のような違法性を有するとして，民事訴訟，
取消訴訟が提起されている。すなわち，これらの違法性を根拠に，被告
（市町村，国，都道府県又は財団法人地方自治情報センター）に対して慰
謝料請求と住基ネットの稼働の差し止めや原告の個人確認情報の抹消・削
除を求めるものである。取消訴訟は，これらの違法性を根拠に，住民コー
ドの付番の取消を求めるものである。
Ｋ事案（以下，本件という｡）も住基ネットに次のような違法事由が考
えられるために，違法と考えずに東京都に自己確認情報の通知を望む区民
（通知希望者）と望まない区民（非通知希望者）とを別異に扱うことを杉
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並区が選択したのである。杉並区は通知希望者の情報を送信しようとした
が，東京都は拒んだので，区が原告となって，東京都に受信義務のあるこ
との確認を求めた実質的当事者訴訟である。すなわち，本件の背後にも，
次に述べる違法事由が横たわっているのである。加えて杉並区は，次の①
から④以外に，１つには東京都は，通知希望者の本人確認情報の送信を受
信しないことが違法であること，２つには，国は横浜市には，横浜方式を
是認したのに，杉並区に対してそのような手立てを行わなかったことが違
法であること，を主張している。本件判決は住基法の解釈を行うことによ
り，横浜方式は住基法上違法であり，平等権を行政主体である杉並区は持
ち得ない，と判示している。
① 国民全員に対して重複しない府番を付する住民コードによって個人
を識別し，個人情報を蓄積管理することは，国民を公権力の客体にお
くこととなり，憲法13条によって保障されている人格権を侵害する。
本件判決はプライバシーの権利を認めるが，本人確認情報が「完全
に秘匿される必要性が高いものであるとまでいうことはできない」の
であって，住基ネットがもたらす住民の利便性の増進を図り，行政事
務の効率化，正確性の向上に視するという正当目的を根拠にその権利
の侵害はないという。
② 憲法13条は，他人に知られたくない自己情報の収集・取得，保有・
利用，開示・提供をコントロールでき，違法に収集・使用されている
場合，あるいは誤った情報が保有されている場合には，自己の情報を
訂正・抹消できる権利，すなわち自己情報コントロール権を保障して
いるが，本人確認情報が，全国市町村，都道府県，指定情報処理機関
のコンピュータネットワーク上に流通し，本人の同意を得ることなく，
国等の機関・法人等に提供され，行政機関等の事務に関連するすべて
の個人情報が住民票コードによって管理され蓄積されることによって，
個人の自己情報コントロール権を侵害する。
本件判決は，情報コントール権の内容は不明確であり，それ自体憲
法13条によって保障されるか疑問を呈している。その上で，個人情報
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保護の措置（全国サーバーや都道府県サーバーにおける保有情報の限
定，民間における利用の禁止，ネットワーク外への情報提供の限定，
行政機関における保護措置義務，情報の漏洩防止，自己情報の開示請
求等）は採られているのであって，個人情報流出の危険を主張するが，
それは抽象的な危険を述べているに過ぎなく，住民票コードをいわば
マスターキーのように使って名寄せされる具体的な危険性があるとは
認めがたい，という。
③ 国等が主張する住基ネットによる利便性，必要性等に対して，原告
は，以下に述べるように，全国民に付番する必要性は全く認められな
いから，憲法13条に違反して違法である，と主張する。
ａ 種々の行政手続の際に住民票の写しの提出を省略・電子化するこ
と。住民票の写しだけで行政手続は終わらないから住民の負担は軽
減されない。
ｂ 年金受給の際の現況届け等の省略・電子化すること。希望者だけ
で充分であって，すでに年金受給は番号化されていて新たに住民票
コードを付する必要もなく，高齢者にはコンピュータ操作は負担を
増大させる。
ｃ 住民票の写しの広域交付が可能であること。住民票の広域交付の
必要性はそれほど多くなく，戸籍の表示がなされないので，用途は
限定される。
ｄ 転出・転入手続が簡素化されること。転出入の際には国民健康保
険，児童手当，水道等の手続が必要であって，転出入の手続だけが
簡素化されても余り住民の負担軽減にはならない。
ｅ 住民基本台帳カード（以下，住基カードという｡）が活用できる
こと。身分証明書や本人確認等の機能を住基カードはもっているが，
他の手段でも行うことができ，市町村独自の機能を持たせることが
できるが，それは進まず，発行している枚数も非常に少なく，住民
に利便性を与えているとはいえない。
ｆ 電子政府・電子自治体を構築すること。住基法改正時には，電子
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政府等の考え方はなく，住基ネットとは電子政府等の構築とは無関
係である。
本判決は，上記の問題点があるからといって，住基ネット導入の正
当目的の正当性とは関係ない，という。
④ 住基ネットにより，個人情報が流失した場合，住民の自己情報コン
トロール権を保護すべき地方自治体にはいかなる手だても保障されて
いない住基ネットの稼働は，憲法92条，94条が保障する地方自治権の
侵害である。
本件判決は,「法律上の争訟」性否定の１つの根拠として，憲法92
条以下は「国に対して実体的な『自治権』を保障しているとみること
はでき」ず，統治権能を含むことからすると人権のように国家から侵
害されないものとしての「自治権」を実体的な権利として保障してい
ると解することはできない，という。
１ 杉並区住基ネット訴訟
１ 事実の概要
 原告杉並区が提訴に至るまでの事実経過
① 原告杉並区は，住基法改正法施行に先立つ７月に，住基ネットに係
る法制度上，技術上，運用上の問題につき意見を聞くため，専門家か
らなる杉並区住民基本台帳ネットワークシステム調査会議（以下,
「杉並区調査会議」という｡）という区長の諮問会議を設置した。
② 原告は平成14年６月26日から区民に係る仮の本人確認情報を東京都
に送信し，さらに同年８月１日までに変更された本人確認情報につい
ても同様に送信した。
③ 原告は区民にアンケート調査を行ったところを，2764人の回答者中
72,2％が，電話によるアンケートでも859人の回答者中59,5％が住基
ネットの稼働の凍結又は延期を回答していた。①の杉並区調査会議も
８月１日付けで，個人情報保護対策が講じられていないことをもって，
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住基ネットの接続に慎重に対応すべきである旨の中間報告を行ってい
た。
④ 原告は，８月１日，東京都に対して，改正法施行後も本人確認情報
を送信しないこと，及びすでに送信した情報の消去を求めることを発
表し，２日に，個人情報保護のための法制度が整備されるまで，区民
に係る本人確認情報を東京都に送信しないことを告知し，すでに送信
した分についてはその消去を申し入れた。
⑤ 原告は平成14年10月11日付けで，内閣総理大臣に対して住基ネット
の稼働に抗議するとともに，行政機関個人情報保護法の改正や，本人
確認情報の利用事務の拡大規制等の要望を書面で行った（本件判決に
よる｡)。
⑥ 平成15年５月に区が行ったアンケートで，回答総数1255件中67％が，
住基ネットに参加しない方がよいとし，14％は参加するか否かを個人
の選択にゆだねた方がよいと回答した。
⑦ 杉並区調査会議は，住基ネットには多くの問題点があるが，利便性
を求める区民もいるので，適切な判断をすることを希望するという第
３回報告書を区長に提出した。
⑧ 原告は，平成15年６月４日，横浜方式によって住基ネットに参加す
ることを表明した。
ここでいう横浜方式とは，横浜市は国，神奈川県及び地方自治情報
センターとの間の平成15年４月９日の合意でもって，住基ネットの安
全性が確認されるまで，横浜市民の内，通知希望者に係る本人確認情
報のみ神奈川県に送信するという内容の住基ネット参加方法である。
(４)
⑨ ⑧にいう原告の表明に対して，東京都は横浜方式の対応はできない
旨の見解を表明した。
⑩ 原告は平成15年６月25日及び８月19日，都に住基ネットへの参加の
ための協議を申し入れ，横浜方式による参加の要望とその準備を行う
旨表明した。
⑪ 原告は，平成15年10月６日，準備段階での住民票コードをそのまま
(桃山法学 第11号 ’08)26
住民票コードとして付番した。
⑫ 原告は区民全員に，都への本人確認情報の送信を希望しない者の申
し出を呼びかける「お知らせ｣,「本人確認情報非通知申出書」及び
「住民票コード通知書」を送付した。16.86％の区民が送信を希望し
ない旨申し出た。
⑬ 平成15年12月９日，区は⑫の結果を公表するとともに，送信希望者
の情報を送信する準備を進めること，及び都との協議にはいることを
表明した。そして翌１月14日，総務大臣及び都に対して，横浜方式の
参加を認めること，認めない場合はその理由を１月末までに文書によ
り回答するよう求めた。
⑭ １月末日，杉並区長に，総務省自治行政局長は，本人確認情報の更
新データを都に送信するよう求める文書を送付し，東京都総務局長も
住基法は市町村長に住民全員の本人確認情報の知事への通知を義務づ
けているとして，速やかに法令に規定する事務を執行するよう求める
文書を送付した。
⑮ 原告杉並区は，１つには，被告都へ通知希望者に係る本人確認情報
を原告が住基ネットワークシステムを通じて送信した場合，被告都は
それを受信する義務あることの確認を求め，２つには，被告東京都と
国に対して，住基ネット設備関連費用，転入転出手続上の郵便費用，
住民票無料交付費用及び人件費について生じた損害計4500万円弱を国
家賠償法に基づいて請求した。
 Ｃの住民訴訟判決
本件訴訟提起前に，住民より住民訴訟が提起されている。原告住民は，
住基ネットワークに参加しないことは違法であり，それにもかかわらず，
住基ネット関連の費用を支出するのも違法であるとして，１つは区長に住
基ネット関連機器賃借料の支出の差止めを求めた。Ｃ判決は，住基ネット
への参加を前提にそれぞれ必要に応じて支出されているから 現在住基ネ
ットに参加していないからといって，その支出が違法とならないとして請
求を棄却した。２つに，区長，収入役及び関係課長等個人に対して住基ネ
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ット関連費用に相当する損害賠償を請求するよう区長に求めている（新４
号請求)。ここで主張された違法事由は，住基ネットに完全参加せずに，
横浜方式といわれる段階的参加方法を区長が採用決定したことが違法であ
ると主張しているのである。いわば，住基ネット賛成派が提起した住民訴
訟である。その点で，Ｅの名古屋地判平17年４月28日の事案と違法事由を
異にする。この名古屋地判の事案は，住基ネット反対住民が提起したもの
で，民事訴訟で主張される違法事由と同じである。
(５)
しかし，そこで主張さ
れた違法事由は両事案とも住基ネットにかかわるものであって，財務会計
法規違反の事由でないから，原因行為の違法性が，財務会計行為の違法と
なるかが問題となる。
Ｃ判決は，どのような方式に基づいて住基ネットに参加するかは，区の
政策決定にほかならない，とした上で，原因行為である政策決定に重大か
つ明白な違法があるなど「財務会計的観点から看過し難い違法があったに
もかかわらず，財務会計行為が行われたと評価し得る場合に初めて，当該
財務会計行為を違法と判断することができるにとどまるものと解すべきで
ある」として，区長とその他各職員について検討する。そして，杉並区の
場合，財務会計行為はあらかじめ特定の職員に委任されていたのであるが，
このような場合においても「長は同職員が財務会計上の違法行為をするこ
とを阻止し得なかったときに限り，自らも財務会計上の違法行為を行った
ものとして，普通地方公共団体に対し，同違法行為により当該地方公共団
体が被った損害につき賠償責任を負うものと解」した上で，杉並区調査会
議の報告やアンケート結果に基づいて，区長が「住民の個人情報保護と住
基ネットの利便性との調和を図るべく，その政治的判断として」段階的参
加方式の採用を決定したものということができ，また，段階的参加方式を
採用したからといって，杉並区が全員参加の場合と比較して著しく多額の
費用を負担することにならないのであるから，段階的参加方式が客観的に
違法であるかどうかにかかわらず，区長自らの財務会計上の違法行為を認
めることも，まして過失を認めることもできない，と判示した。その他の
職員についても，区長の場合と同様に，段階的参加方式の政策決定が著し
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く合理性を欠き，そのためこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得
ない瑕疵の存する場合でない限り，長の段階的参加方式という政策決定を
尊重しその内容に応じた財務会計上の措置を採るべき義務があるのであっ
てこれを拒むことは許されないのであるから，本件各財務会計行為自体が，
財務会計法規上の義務に違反する違法なものということはできない，と判
示した。
段階的参加方式が明確に違法かどうか判断しているわけでない。たとえ
原告が主張するように違法であったとしても，区長あるいは関係各職員が
損害賠償責任を負うほどの違法でないことを判示したにとどまる。この点
で，段階的参加方式・横浜方式を違法と断じた本件判決と異なるが，その
結論は訴訟形式によるものと思われる。
２ 本件判決内容
 本件判決は，７つの争点を列挙する。本案前の争点については，①本
件確認の訴えは，裁判所法３条１項にいう「法律上の争訟」に当たり，適
法な訴えでなく，②本件国家賠償請求訴訟は，裁判所法３条１項にいう
「法律上の争訟」に当たり，適法な訴えであり，③本件確認訴訟が不適法
であっても，併合された国家賠償請求訴訟は適法である，と判示した。②
と③により本案の争点が前述したように検討された。④被告東京都は，通
知希望者に係る本人確認情報のみを原告杉並区が都に送信してきた場合，
それを受信する義務はない。⑤原告からの通知希望者に係る情報送信に応
じない被告東京都の行為は違法でない。⑥国が，横浜方式による住基ネッ
トへの参加について被告東京都に対して適切な指導，監督を行わず，横浜
市と異なった対応をした行為は違法でない。⑦原告の損害と損害額は一応
争点とされるが，違法性が否定されるから，判断する必要はない，という
ことだった。
 本件の争点とその判断中，最重要なものはいうまでもなく①である。
原告は当事者訴訟と主張するのに対し，被告東京都は，本件確認の訴えは,
「法律上の争訟」に当たらず機関訴訟であると主張しているので，まず本
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件確認の訴えが「法律上の争訟」に当たるか，検討している。
まず,「法律上の争訟」については，板曼荼羅事件（最３小判昭56年４
月７日民集35巻３号443頁）が，述べた２つの要件を提示する｡「当事者間
の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争であって，かつそ
れが法令の適用により終局的に解決することができるものに」限定する。
その上で，本件のように，国又は地方公共団体が提起した訴訟については,
「財産権の主体として自己の財産上の権利利益の保護救済を求めるような
場合には」｢法律上の争訟」性を承認するが，宝塚市パチンコ店等規制条
例事件（以下，宝塚市事件という｡）の一部である「国又は地方公共団体
が専ら行政権の主体として国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟
は，法規の適用の適正ないし一般公益の保護を目的とするものであって，
自己の権利利益の保護救済を目的とするものということができないから，
法律上の争訟として当然に裁判所の審判の対象なるものではない｡」を引
用する。
そして，行政権が国民を相手に行政上の義務の履行を求めた宝塚市事件
の判断は,「国若しくは地方公共団体の又はそれらの機関相互間の権限の
存否又は行使に関する訴訟」についても妥当するとして「法律上の争訟」
性を否定した。その理由は,「国若しくは地方公共団体の又はそれらの機
関相互間の権限の存否又は行使に関する訴訟」は，１つには「法規の適用
の適正ないし一般公益の保護を目的とするものに過ぎないからであ」り，
２つには,「裁判所がその固有の権限に基づいて審判することができる対
象である『法律上の争訟』の概念は，国民の裁判をうける権利（憲法32条）
との関係で検討されるべきであ」るから，その訴訟は,「行政主体が国民
と同様の立場から，自己の権利利益の保護救済を目的とするものというこ
とはできない」からである。
そして本件確認訴訟は,「原告が被告東京都に対して杉並区民のうちの
通知希望者に係る本人確認情報を住基ネットを通じて送信する場合に，被
告東京都はこれを受信する義務があるとして，被告東京都に対して，その
確認を求めている,」とした上で，住基法上の住基ネット関連法規を検討
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して「住基法に基づき，市町村長は，電気通信回線を通じての送信の形で，
本人確認情報を都道府県知事に通知するものとされ，他方，都道府県知事
はその本人確認情報を市町村長から受けるものとされている」として，本
件確認訴訟は「市町村が，都道府県知事の行為が帰属する都道府県に対し
て，住基法に基づく市町村長の本人確認情報の送信に対応する都道府県知
事の受信義務の確認を求めているものということができ，その実質におい
て，市町村長及び都道府県知事の住基法に基づくそれぞれの権限の存否又
は行使をめぐる訴訟である」と解している。
さらに本件確認訴訟は,「財産権の主体として自己の財産上の権利利益
の保護救済を求める場合のように，自己の権利利益の保護救済を目的とす
るもの」でもない。その理由は１つには，本人確認情報の送受信は，住基
法に基づく住民基本台帳法事務の１つであり，２つには，本件確認訴訟は
原告における住民基本台帳事務の適切な実施や杉並区民に関する記録の適
正な管理等を希求するものであって，行政権限の適切な行使の実現を目的
とするからである。
したがって，本件確認訴訟は,「地方公共団体又は国又はそれらの機関
相互間の権限の存否又は行使に関する訴訟であって，自己の権利利益の保
護救済を目的とするものと見ることができない」として「法律上の争訟」
を否定した。
 原告が主張する「法律上の争訟」についての主張に対する本件判断
① 財産権の主体として原告は本件確認訴訟を提起している。その理由
は，本人確認情報の送受信は事実行為であって民間企業のそれと同
じであり，通知希望者が都によるサービスを受けることができない
ため区は代替措置を採らねばならず費用を要するのであり，区民の
内の通知希望者の住基ネットによるサービス享受権を区は代位してい
るに過ぎない。それに対して，本判決は，地方公共団体の行政事務の
多くは費用を支出するのであって，そのことから，原告は「財産権主
体」として，本件確認訴訟を提起していると解することはできない，
という。
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② 本件確認の訴えは，本人確認情報を送信するにつき地方公共団体は
裁量権を有しているのであって，その権利侵害に対する保護救済を求
めているのであるから，法律上の争訟である。それに対して，本件判
決は，宝塚市事件判決のいう「自己の権利利益の保護救済を目的とす
る」とは，自己の財産上の権利利益の保護救済を求める場合に限定し
ている，という。
③ 通知希望者又は非通知希望者からも原告は訴えられないために，本
件確認訴訟を提起するのであって，本件確認訴訟提起は「自己の権利
利益の保護救済を目的とする」に当てはまる。それに対して本判決は，
住民からの訴訟提起ないしはその危険性が，原告の権利利益と直結す
るものでない，という。
④ 区民が住基ネットのプライバシー侵害性に危惧を抱いている以上，
原告はそれを防止するための適切な措置を採ることは，原告の権利利
益である。これに対して判決は，住基ネットが区民のプライバシー保
護に欠けるとの危惧と原告の権利義務とは無関係である，という。
⑤ 本件判決によれば，本件確認訴訟は,「法律上の争訟」に当たらず，
実質上は機関訴訟である。機関訴訟を含む「法律上の争訟」に当たら
ない訴訟については,「法律において特に定める場合に限り，訴えを
提起することができる（裁判所法３条１項，行訴法42条)。ところが，
本件確認の訴えについて，これを認める法令の規定は存在しないから
本件確認の訴えは不適法である｡」
 本件確認訴訟と宝塚市事件判決との関係についての原告の主張と本件
判断
① 本人確認情報の送信及び受信は非権力的な事業行政たる性格を有し，
財産権主体性も多分に帯びるのであって，本件確認訴訟は，財産主体
性あるいは自己の財産上の権利利益の保護救済を目的として，宝塚市
事件判決と牴触しない。しかし，本判決は，本人確認情報の送受信は，
非権力的であったとしてもで述べたように，自己の財産上の権利利
益の保護救済を求める場合に当たらない，という。
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② 本件確認訴訟は，確認訴訟であって，給付訴訟である宝塚市事件判
決と関係しない。それに対して本判決は，本件確認訴訟は，宝塚市事
件判決と「同じく行政権限の適正な行使の実現を目的とする」から宝
塚市事件判決が当てはまるという。
③ 宝塚市事件判決は国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟に
対する判決であるから，宝塚市判決の法理はそのような訴訟に限定す
べきである。それに対して本判決は，宝塚市事件判決は法律上の争訟
性否定の根拠として「国民に対しては行政権力で規制することができ
ること」をあげていなくて「法規の適用の適正ないし一般公益の保護
を目的とするものであって，自己の権利利益の保護救済を目的とする
ものということはできない」と解しているのである，という。
 国が地方公共団体の情報公開決定を争った那覇市公開条例事件（最２
小判平13年７月13日訟月48巻８号2014頁）は「警備上の支障が生じるほか，
外部からの攻撃に対応する機能の減殺により本件建物の安全性が低減する
など，本件建物の所有者として有する固有の利益が侵害されること」を根
拠に「法律上の争訟」性を認めた事件であるが，原告は，行政主体が固有
の利益を求めて他の行政主体の対して出訴する場合にも「法律上の争訟」
に当たる，と主張する。しかし，本判決は，建物の所有者として有する固
有の利益の侵害を理由に法律上の争訟を認めたのであって，宝塚市事件判
決と同様である，という。
さらに原告は，国は那覇市事件の訴訟で主張したことと異なる見解を主
張することは許されない，と主張するが，本判決は，係る主張制限を民事
訴訟法も行訴法も規定していないのである，という。
 原告は，憲法により地方公共団体の自治権が保障され，地方分権改革
によりそれが具体化された現時点では，国と地方公共団体とは法律関係に
立つのであるから，両者間の紛争は「法律上の争訟」である，という。そ
れに対して，本判決は，憲法92条以下は「国に対して実体的な『自治権』
を保障しているとみることはでき」ず，統治権能を含むことからすると人
権のように国家から侵害されないものとしての「自治権」を実体的な権利
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として保障していると解することはできない。
 原告は，16年行訴法の改正によって，処分性のない段階での実効的な
権利救済が実質的当事者訴訟として認められたのに，本件確認訴訟を不適
法とすることは許されない，と主張する。
それに対して本判決は，実質的当事者訴訟も法律上の争訟として権利利
益の救済でなければならないが，本件確認訴訟は地方公共団体相互間の訴
訟であり，かつ権利利益の問題でなく，法律上の争訟の要件に関しては16
年行訴法の改正と関係しない，という。
 国や地方公共団体が「是正の要求，許可の拒否その他の処分その他公
権力の行使に当たるもの」を行わない場合，関与に関する訴訟を提起でき
ないが，そのことは紛争が永遠に解決されないことを意味するのであって，
正当でない。それに対して，本判決は,「法律上の争訟」に当たらない本
件確認訴訟が認められなくても不当であることはなく,「このような紛争
は，立法権，行政権，司法権の三権のうちの行政権内部の紛争なのである
から，法は，行政主体間の政治的な交渉，合意等によって解決されるべき
ことを予定している」という。
 それに対して，原告は，本件確認訴訟は機関相互の争いでもなく，行
政権内部における紛争でもないという。それに対して本件判決は,「機関
訴訟であるか否かは問題でなく，係る訴訟を法律が認めているか否かが重
要であるという。その上で，市町村の境界確定の訴え，課税権の帰属等に
関する訴えは,「『法律上の争訟』に当たらないものの，裁判所が審判する
ことができるものであって，一般に機関訴訟と解されている｡」そして,
「これらの訴えが法定されていることからすると，行訴法６条に言う機関
訴訟は，同一法人の機関相互の紛争のみならず，別法人の機関相互間の紛
争や別法人相互間の紛争も含むものと解すべきである｡」という。
 争点②であるが，国家賠償請求は，その実体は「住基法上の権限の存
否又は行使に関する紛争である」として，法律上の争訟でないと，被告は
主張するが，本件判決は法律上の争訟性を認める。すなわち，国家賠償請
求訴訟は,「国家賠償請求権の存否をめぐる紛争であり，原告は自己の金
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銭債権という財産上の権利の保護救済を求めている」のであって,「自己
の権利利益の保護救済を目的とするものであるということができるから,
『法律上の争訟』に当たる｡」
 争点③であるが,「基本となる訴えが不適法である場合には，これに
関連請求に係る訴えを併合提起することが許されなくなるだけであり，関
連請求に係る訴えが，それ自体独立の訴えとして適法なものである限り，
原則これを独立した訴えとして取り扱うべきである」として，国家賠償請
求の訴えを適法なものと解した。このことにより，住基ネットの違法性に
ついて本件判決は判示したのである（はじめにで先述した)。
２ 法律上の争訟について
 本件判決の出発点は,「法律上の争訟」に関する板曼荼羅事件（最３
小判昭56年４月７日民集35巻３号443頁）である。それによれば,「法律上
の争訟」とは,「当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関
する紛争であって，かつそれが法令の適用により終局的に解決することが
できるものに限られる｡」という。この命題が,「法律上の争訟」性につい
ての出発点ということはできる。しかし，板曼荼羅事件は，国家試験の合
否判定を争った最３小判昭41年２月８日民集20巻２号196頁を引用し，41
年判決はさらに，村民が村議会の予算議決の無効確認を求めた最１小判昭
29年２月11日民集８巻２号419頁を引用する。29年判決は，具体的な権利
義務に関する争訟でないという点で,「法律上の争訟」を否定したのに，
41年判決と板曼荼羅事件判決は，法令を適用することによって解決し得な
い点で「法律上の争訟」性を否定したのである。裁判所法３条１項の「法
律上の争訟」性の判断につき「具体的な権利義務」と限定することは限定
しすぎであるとの批判が存在していた。
(６)
それにもかかわらず，本件判決は，
さらにその権利義務を「財産権の主体として自己の財産上の権利利益の保
護救済を求めるような場合」に限定する。
 この限定の根拠を，本判決は，宝塚市が住民に対して行政上の義務の
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履行を求めて民事訴訟を提起した宝塚市事件判決（最３小判平14年７月９
日民集56巻６号1143頁）に依拠する。すなわち,「国又は地方公共団体が
提起した訴訟であって，財産権の主体として自己の財産上の権利利益の保
護救済を求める様な場合には，かかる訴訟は，裁判所法３条１項にいう
『法律上の争訟』に当たると言うべきであるが，国又は地方公共団体が専
ら行政権の主体として国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟は，
法規の適用の適正ないし一般公益の保護を目的とするものであって，自己
の権利利益の保護救済を目的とするものということができないから，法律
上の争訟として裁判の対象となるものではない｡」すなわち，宝塚市事件
判決は地方公共団体が民事訴訟を提起する際には，財産上の主体であれば
可能であるが，行政主体としては不可能であることを判示したのである。
しかし，その根拠は示されていないのである。
 本件判決は，宝塚市事件判決に依拠して，本件確認訴訟は，国や地方
公共団体相互間の権限の行使や存否に関する訴訟であるから「法律上の争
訟」とならない。本判決によるとその理由は，地方公共団体相互間の権限
存否又は行使に関する訴訟は，法規の適用の適正，一般公益の保護を目的
とするからである。２つに,「法律上の争訟」概念は,「裁判をうける権利」
に基礎づけられるのであって，区が都の行政執行義務の確認を求める訴訟
は自己の権利利益の保護を目的とするものでないからである。
 しかし，宝塚市事件判決は，多くの学説が述べるように，それ自体批
判されるべきである。
(７)
第１に宝塚市事件判決は，板曼荼羅事件等でいわれていた争訟の対象で
ある具体的な権利義務を，地方公共団体が原告であることをもって，財産
上の権利義務に限定したのである。従来，行政権が課した義務を私人が任
意に履行せず，行政がその実現を求める訴訟も「当事者間の具体的な権利
義務ないし法律関係の存否に関する紛争」であったのである。このことは，
宝塚市事件において，地裁高裁と実体的判断を行ってきたことからも肯定
できるのである。すなわち，行政権の行使について，事前による裁判所の
権限，司法権の行使を自ら制限したのである。
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この理由は，行政上の義務には，種々のものがあって，その履行を追求
する行政主体が，その実現について主観的な権利を有するとは考えがたい
からである。
(８)
しかし，法律上の争訟を主観的な権利利益の侵害に限定する
ことは，民事法一辺倒である。又，抗告訴訟は国民から見ると権利・利益
の侵害を争うものであるが，行政主体には権限をめぐる争訟であって，主
観的な権利は存在しないのであるから，行政主体からすると法律上の争訟
にならない，という奇妙な結果になるのである。
(９)
抗告訴訟及び刑事事件は，
板曼荼羅事件でいう法律関係の存否に関する紛争であって，法律上の争訟
である。
(10)
国民が行政活動によって生じた義務を履行しない場合，司法により得な
い根拠は見あたらないのである。市民の義務の不履行に対して，宝塚市事
件のように住民が履行しない場合，一般原則にもどって，司法の手によっ
て，不履行の違法性を確認し，住民の義務の実現を司法の手によって図る
ことが，日本国憲法における司法国家ということができる。宝塚市事件判
決は，司法が行政活動に関わることを自ら否定したのである。しかし，行
政権を行使する際，司法権が事前に介入してはならないということは日本
国憲法から導き出される大原則ではない。明治憲法秩序の悪しき伝統に過
ぎない。行政と国民が法令の解釈をめぐって紛争が生じているのに，法令
が行政の自力執行を認めていない場合，法令の解釈権を最終的に与えられ
た裁判所，司法権がその紛争解決を行うことを日本国憲法は予定している
のである。行政活動の執行前に司法権が入ってはならない，という原則を
日本国憲法は採ってはいないのである。そして，行政と国民が争った場合，
その紛争はいずれが原告であれ，最終的に法令を解釈することによって紛
争が解決に至るのであれば司法の任務として，司法自ら権限行使すること
を司法は期待されているのである。
自己のこのような司法的執行積極的肯定説について，理論的に疑問を呈
する見解が見られる。例えば,「権力的規制システムを採用する現行法が，
義務の不履行の場合に，常にその強制的実現のために民事執行訴訟を利用
しうるし，またすべきであるとしていると認識されるかどうかは疑問であ
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る」という。
(11)
しかし，執行の限界等をいずれをもって解決すべきであるの
かを問われれば，最終的に司法によらざるを得ないのでなかろうか。執行
する必要のない義務の履行を民事訴訟を使用して行政が求めた場合，その
チェックは司法自体によって行われるのである。この点で，従来行政権の
行使にかかる訴訟として，民事訴訟と行政訴訟と対比されてきたが，むし
ろ行政権の行使によって自力救済を否定している刑事事件との比較が重要
なように思われる。刑事事件については，阿部先生は，権利義務をめぐる
争いか，問いかけているが，その通りである。
(12)
とすればなぜ司法によって，
明治憲法下においても国家の刑罰権の発動として司法府が重要な役割を担
って来たのか，と問われれば，まさに行政権の行使だけで，財産，自由が
奪われてはならないからである。行政権の自力執行は明治憲法が採った１
つの時代の産物であって，普遍的なものではない。普遍的な制度といえば，
国家が刑罰権を発動する際に，行政権の行使だけによらずに，行政権の濫
用が行われる際にその都度裁判官，ないし裁判所のチェックがあることで
ある。
刑事事件においても行政権に属する検察官には起訴便宜主義が，すなわ
ち，起訴する際裁量が認められているのである。警察官の裁量については，
積極的濫用と消極的濫用がある。前者は起訴しなくてよい場合であるのに，
起訴権を積極的に濫用して起訴する場合である。この濫用においては，濫
用如何のコントロールは裁判所によるわけであるから，その弊害はそれほ
ど大きくない。これと同じことが行政権の行使においてもいうことができ
ないであろうか。したがって，行政上の義務の司法的執行については，特
別の規定がない限り認めたい。これを合理的な理由もなく否定した宝塚市
事件判決は早晩判例変更されてしかるべきである。
(13)
 住基ネットをめぐる紛争は区と都間の紛争であって，住民の義務の不
履行に対して行政側が求める民事争訟ではないのである。宝塚市事件との
共通性は，たった１つ行政主体が原告である，という点だけである。すな
わち，本件判決の趣旨を及ぼすなら，行政主体間の紛争は，法律が明記し
ている場合だけが許されるのであって，法律がそれを許容していない場合
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には，裁判所は紛争解決機能を放棄することになる。そのことの不当性を
学説は指摘する
(14）
本件判決は行政主体間の紛争も機関訴訟である，という。その例証をし
て，市町村の境界確定（地自法９条９項)，課税権の帰属等に関する
訴え（地方税法８条10項等)，住民の住所認定に関する訴え（住民基本
台帳法33条４項）をあげる。しかし，法定されているからといって機関訴
訟であるということにならない。これらの訴訟について，学説は，実質的
当事者訴訟を法定したに過ぎない，という。
(15)
法定されている以上，それが
機関訴訟か否か論じる実益はそれほど大きくないから，議論されていない
にすぎない。
行政主体間の紛争に法律は裁判所の介入を全面的に認めていなかった戦
前のような場合は，行政主体間の紛争は行政主体間で調整せよということ
で済む。この点に関して，本件判決は，地方公共団体については，行政主
体として,「行政権内部の紛争として，法は行政主体間の政治的な交渉，
合意等によって解決されることを予定している」という。このような考え
方は，戦前のそれであって，地方公共団体は国の意向に事実上従属させら
れることを意味する。そのことを，地方自治に関しての本件判決に見るこ
とができるのである。すなわち,「地方公共団体の『自治権」といわれる
ものには，課税権や条例制定権のような統治権能を含むことからすると，
憲法は地方公共団体に対し，人権のように国家から侵害されないものとし
ての『自治権』を実体的権利として保障していると解することはできない」
という。しかし，憲法の地方自治の保障は，国又は都道府県に対して，市
町村は自治を主張しうるのであって，自治権の侵害が法令に違反している
場合には，司法を通してその救済を図りうることを予定しているのである。
本件のように行政主体間の紛争に対して法的解決を認めずに行政内部によ
る解決を期待する本判決は，地方公共団体の国への従属を事実上承認する
ことを意味し，是認することができない。
換言すれば，行政主体として法人格を付与されて財産的独立性及び意思
形成の独立性が認められる場合には，法令の解釈をめぐる争いは，他の調
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整機能が働かない場合，訴訟を許して何ら問題ない。すなわち法令を解釈
して紛争が解決する以上，司法の介入を認めるべきである。
ただ，行政紛争の中には，例えば省間の権限争いなどが存在するが，こ
の解決は，内閣総理大臣の手によって解決することとなっている。ここに
司法を入れる余地はない。なぜなら，各省の大臣は内閣総理大臣によって
任命され罷免については法令上の要件もなく，内閣の統一性が憲法によっ
て確保されているからには，各省の独立性，意思形成の独立性はないので
あって，あえて司法が介入する余地はない。地方自治体内部においても基
本的に意思形成の独立性が保障されている紛争については，機関訴訟とし
て司法による解決を法令は予定したのである。
終わりにあたって
本件判決を紹介し，若干の検討を加える中で，司法権は未だに行政権へ
の介入・統制を忌避する傾向にあることを認識した。そして，本質的に民
事訴訟と解されている国家賠償請求には，そこでは，行政法の解釈それ自
身が問題となっていても，それが賠償請求であるが故に司法審査の対象性
を認めているのである。それに対して，民事訴訟と実質的に同じであると
されている当事者訴訟に対しては，違法行為の効力に関わる効果をもたら
すが故に躊躇するかのごとくである。戦前の行政権に対する司法の不介入
を克服して真の行政権と司法権の関係構築に司法府は努力していただきた
い，というのが率直な感想である。
最後に，行政主体が訴えるためには，立法が必要であることを述べるも
のもいる
(16)
が，宝塚市事件も本件の場合も行政主体の訴訟は現行法制度の中
でも充分認められることを付言して終わりにしたい。
なお，本件判決は，東京高判平19年11月29日判例自治299号41頁によっ
て，住民側の控訴は棄却されて，ほぼ維持された（現在上告中)。国民に
対して行政上の義務の履行を求める宝塚市事件に係る最３小平14年７月９
日判決は，本件の射程外であるという控訴人の追加主張に対して，宝塚市
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事件判決は,「国又は地方公共団体が原告又は申立人となる争訟において，
自己の財産上の権利利益の保護救済を求める場合は法律上の争訟にあたる
が，法規の適用の適正ないし一般公益の保護を目的とする場合は法律上の
争訟に当たらないことを明らかにしたものと解されるから，争訟の相手方
が個々の国民であるか，国又は地方公共団体という行政主体であるかを問
わず，一般的に行政主体が，法規の適用の適正ないし一般公益の保護のた
めではなく，自己の主観的な権利利益に基づき保護救済を求める場合に限
り，法律上の争訟性を認めたものと解される」として，射程外とする主張
を高裁判決は否定した。
本件判決に対すると同様に，地方公共団体の存在理由が公益の保護のた
めであり，地方自治権が地方公共団体の憲法上保障された権利である以上，
一般公益の保護と自治権は相対立するものではなく，自治権の侵害に対し
ては，法令を解釈することによって，その紛争が解決するのであれば，法
律上の争訟性あるものとして，司法府の判断に服すると考えられる。勿論，
私見としては，前述したように，宝塚市事件判決自体を是認することがで
きないから，射程外という主張に与しないことを付言しておく。
注
(１) 住民基本台帳法の改正法（平成11年法律123号）は，その公布の日か
ら起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する，
と改正法附則１条１項本文は規定していたところ，平成13年12月政令
430号によって，平成14年８月５日から施行されることとなった。この
ごろの法律は，施行日につき期限を付して政令に委任する例が多く，法
律の附則に明確に施行日が規定される例が少なくなった。確かに，本件
のように，準備の完了が行われないと実施できない法律の場合は，準備
如何の状況を把握できる内閣にその施行日を一任することも一理あると
いえるが，内閣提案の法律は，ほぼ，施行日も予測して提案されている
以上，国民に予測可能性を与えるという点からも，改正法に施行日が明
確に規定されることを望みたい。施行期限が長期間にわたる場合には，
施行日を決定する政令を国民が把握することは非常に困難を極める。
(２) 大阪高判Ｎ判決も，2008年２月７日に弁論が開かれて，最高裁判所第
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１小法廷は３月６日，それを破棄した。同時に，違法性を認めたＦ判決
を取り消したＯ判決，Ｇ判決を維持した名古屋高裁平成19年２月判決，
及びＪ判決を維持した東京高裁平成19年10月判決の上告を棄却した（毎
日新聞2008年３月７日朝刊参照)。
(３) Ｂ判決は住民票コードの付番によって,「直接新た国民の権利義務を
形成し，又はその範囲を確定するものといえない」という。さらにＤ判
決は「住民票コードは，法により，住基ネット上において住民を識別す
るための符号として機能することが予定されているのであるが，それ以
上のものではないのであるから，これを住民に対して付することでその
住民の権利義務が新たに形成されたり，その住民の権利義務の範囲が確
定されるような法的効果を有するものでもなく，そのような法的効果を
認める法規も見出し難い」という。Ｑ判決も同旨である。
(４) 本件判決も，横浜市方式が合意に達するまでの経過が詳細に記述され
ている。島田茂「住民基本台帳ネットワークシステムの問題点」甲南法
学46巻４号３頁（2006年）は,「国としては，市町村レベルで最大規模
の人口を抱える横浜市の不参加という事態を避けるためには『段階的参
加』方式を認めざるをえなかったというのが実情であろう」と推測する。
しかし，横浜市は2006年９月に住基ネットに完全参加した。
(５) 名古屋市の住民が，住基カード交付に係る公金支出は違法であるとし
て，市長個人に対して損害賠償請求するよう市長に求めた４号請求であ
る。そこで主張された違法性は国家賠償請求の違法性とほぼ同様であっ
て，住基ネット及び住基カードは，国民のプライバシー及び個人の尊
厳を侵害し憲法13条に違反する，個人情報保護につき法所定の措置を
講ずることが改正法施行の条件であるのに，住基ネット及び住基カード
は個人情報の漏洩の危険性があるのに，改正法を施行した，住基ネッ
トはほとんど効用がないのに，住基カードの発行に公金を支出するのは，
最少経費・最大効果を定めた地自法２条14項及び地財法４条１項に違反
する，ということであった。
(６) 曽和俊文「地方公共団体の訴訟｣（杉村敏正編『行政救済法２』（有斐
閣・1991年）295頁は,「この定義は典型的な民事訴訟を念頭においた場
合には妥当するものであっても，刑事訴訟や行政訴訟にただち妥当する
ものではない」と指摘している。
(７) 福井章代「宝塚市事件判例解説」『最高裁判所判例解説民事編平成14
年』541頁によると，①主観的な権利利益の保護救済を法律上の争訟性
が認められるための要件としてとらえるのは，これまでの判例とは異な
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る考え方であり，このような考え方は，公法私法二元論や国庫理論にと
らわれすぎていて不相当である，②私人の側から提起された抗告訴訟は，
法律上の争訟に当たる以上，これと裏腹の関係にある行政上の義務履行
請求訴訟も法律上の争訟に当たると解すべきであり，本判決のように除
理訴の概念を編面的にとらえるのは不相当である，③行政上の義務履行
請求訴訟の許否は，請求の根拠となる請求権をどのように理論構成し，
いかなる範囲で肯定するかによって決せられるべき問題である，といっ
た批判がある。同547頁に批判学説が列挙されている。宝塚市事件判決
に好意的な学説としては，南川諦弘「行政上の義務の履行と民事訴訟」
判時1821号176頁しか管見できなかった。
(８) 福井章代・前掲書540頁。司法権が行政権の執行力獲得の手段として
利用されることに懐疑的であるが，その根拠は示されていない。私人間
の義務の実現には司法権は不可欠の存在であるが，行政権に関わる場合
は，少し消極的ということであろう。ということは，行政権に対する司
法権の及び腰を感じる。
(９) 阿部泰隆「続・行政主体間の法的紛争は法律上の争訟にならないのか
（上)」自研83卷２号９頁。(７)の福井がいう②の批判ということがで
きる。
(10) 阿部・前掲論文10頁参照。
(11) 村松勲「行政上の義務の司法的執行」都立大学法学雑誌45巻２号71頁。
(12) 阿部泰隆「行政上の義務の民事執行は法律上の争訟ではない」法教
267号38頁。他に，刑事事件の法律上の争訟性については，人見剛「宝
塚市パチンコ店等規制条例事件」自治総研331号52頁は，芦部信喜『憲
法（新版)』（岩波書店 1979年）302頁以下は刑事事件の法律上の争訟
を認めているという。それに対して原島良成「裁判を通じた行政上の義
務の履行強制」上智法学論集47巻２号75頁注(41)は，刑事訴訟を国家刑
罰権の実現ととらえて,「法律上の争訟」性を欠くとまでは言い難い，
という。
(13) 阿部論文・法教267号40頁は，宝塚市事件判決を最高裁が変更するの
は難しい，という。
(14) 村上裕章「行政主体間の争訟と司法権」公法研究63号224頁，佐伯彰
洋「杉並区住基ネット受信義務確認等請求事件」判例自治287号19頁，
常岡孝好「本判決の判例批評」判時1962号166頁以下。
(15) 阿部泰隆「続・行政主体間の法的紛争は法律上の争訟にならないのか
（下)」自研83卷３号32頁，室井力ほか『コンメータール行政事件訴訟
杉並区住基ネット受信義務確認等請求事件 43
法・国家賠償法（第２版)』の541頁以下（白藤博行）は，市町村の境界
確定に係る訴訟は現在では法律上の争訟と解し，地方税の帰属に係る訴
訟については「法律上の争訟」性を留保している。
(16) 福井・前出解説543頁，原島・前出判例研究76頁，南川・前出判例批
評176頁
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